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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  コンピュータの処理により、電話の準備完了警報を行う方法であって、
  着呼側パーティから受け取ったメッセージが、発呼側パーティから前記着呼側パーティ
への通話に前記着呼側パーティが応答したことを示すことを、前記発呼側パーティにおい
て識別するステップと、
  前記識別したことに応答して、前記発呼側パーティに準備完了警報を行い、前記発呼側
パーティと前記着呼側パーティとの間で会話する通話の準備ができたことを示すステップ
と、
  前記準備完了警報は、前記通話を前記発呼側パーティの異なる電話機に自動的に転送す
るステップと、
を含む方法。
【請求項２】
  前記発呼側パーティの電話機は、ボイス・オーバー・インターネット・プロトコル（「
ＶｏＩＰ」）電話である、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
  前記識別するステップ及び前記準備完了警報を行うステップは、前記発呼側パーティの
電話機に動作可能に接続されたコンピュータにインストールされたソフトウェアにより実
行される、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
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  前記準備完了警報は、視覚警報及び可聴警報のうち少なくとも１つを含む、請求項１に
記載の方法。
【請求項５】
  前記準備完了警報は、前記発呼側パーティのコンピュータにより与えられる、請求項１
に記載の方法。
【請求項６】
  前記発呼側パーティが前記コンピュータのところにいると判断された場合のみ、前記メ
ッセージが前記コンピュータにより与えられる、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
  前記発呼側パーティの前記異なる電話機は、前記発呼側パーティが到達可能なモバイル
装置である、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
  前記モバイル装置の電話番号は、前記発呼側パーティと関連した格納された構成情報か
ら判断される、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
  前記発呼側パーティの前記異なる電話機は、前記発呼側パーティが到達可能な異なる電
話番号である、請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
  前記異なる電話番号は、前記発呼側パーティと関連した格納された構成情報から判断さ
れる、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
  前記自動的に転送するステップは、混乱なしに前記通話を転送する、請求項１に記載の
方法。
【請求項１２】
  電話の準備完了警報を行うためのシステムであって、
  プロセッサと、
    前記プロセッサを用いて、
    着呼側パーティから受け取ったメッセージが、発呼側パーティから前記着呼側パーテ
ィへの通話に前記着呼側パーティが応答したことを示すことを、前記発呼側パーティにお
いて識別することと、
    前記識別したことに応答して、前記発呼側パーティに準備完了警報を行い、前記発呼
側パーティと前記着呼側パーティとの間で会話する通話の準備ができたことを示すことと
、
　  前記準備完了警報は、前記通話を前記発呼側パーティの異なる電話機に自動的に転送
することと、
を含む機能を実施するように実行可能な命令と、
を含むシステム。
【請求項１３】
  前記発呼側パーティの電話機は、ボイス・オーバー・インターネット・プロトコル（Ｖ
ｏＩＰ）電話である、請求項１２に記載のシステム。
【請求項１４】
  前記コンピュータは、前記発呼側パーティの電話機に動作可能に接続され、
  前記準備完了警報を行うことは、前記発呼側パーティが前記コンピュータのところにい
ると判断された場合、前記コンピュータにより、視覚警報及び可聴警報のうち少なくとも
１つを与えることをさらに含む、請求項１２に記載のシステム。
【請求項１５】
  前記準備完了警報を行うことは、前記発呼側パーティと関連した格納された構成情報か
ら判断された電話番号を用いて、前記通話の混乱なしに、前記通話を前記発呼側パーティ
の異なる電話機に自動的に転送することを含む、請求項１２に記載のシステム。
【請求項１６】
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  請求項１～１１の何れか１項に記載の方法の前記ステップをコンピュータに実行させる
、コンピュータ・プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コンピューティング及び電話に関し、より具体的には、ボイス・オーバー・
インターネット・プロトコル（「ＶｏＩＰ」）電話を用いて発呼者に準備完了警報（read
iness alert）を行うことを扱う。
【背景技術】
【０００２】
　今日、人が何らかのタイプのサポート・センターに電話をかけるとき、着信電話がカス
タマー・サポート・エージェントに繋がるまで、かなりの時間がかかる場合がある。この
タイプのサポート・センターの例として、クレジットカードのカスタマー・サポート、オ
ンライン・ショッピング会社が提供するカスタマー・サポート、企業が提供する消費者サ
ポート・センター及び政府機関が提供する消費者サポート等が挙げられる。こうしたサポ
ート・センターに電話をすると、自動機能により推定待ち時間が発呼者に知らされること
もある。ある時には、発呼者は、推定待ち時間を知らずに待つことになる。いずれにして
も、混んでいるサポート・センターに電話をかけた場合、待ち時間が１５分以上になるこ
ともある。この遅延は、多くの場合、しなければならないことが他にある発呼者にとって
非効率で時間を浪費する、苛立たしい経験となり得る。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　電話準備完了警報を行うための方法、システム、及びコンピュータ・プログラムを提供
する。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明は、ＶｏＩＰ電話の準備完了警報に向けられる。１つの態様において、本発明は
、着呼側パーティから受け取ったメッセージが、発呼側パーティから着呼側パーティへの
通話に着呼側パーティが応答したことを示すことを、発呼側パーティにおいて識別するこ
とと、識別したことに応答して、発呼側パーティに準備完了警報を行い、発呼側パーティ
と着呼側パーティとの間で会話する通話の準備ができたことを示すこととを含む。発呼側
パーティの電話機はＶｏＩＰ電話であること（及び、着呼側パーティの電話機もまたＶｏ
ＩＰ電話であること）が好ましい。識別すること及び応答準備完了警報を行うことは、発
呼側パーティの電話機に動作可能に接続されたコンピュータにインストールされたソフト
ウェアによって実行されることが好ましい。１つの態様において、準備完了警報は、視覚
警報及び可聴警報のうちの少なくとも１つを含む。別の態様において、準備完了警報は、
通話を発呼側パーティの異なる電話機に（例えば、発呼側パーティが連絡可能なモバイル
装置に）自動的に転送することを含む。
【０００５】
　本発明のこれらの及び他の態様の実施形態は、方法、システム及び／又はコンピュータ
・プログラム製品として提供することができる。上記は概要であるので、必然的に、単純
化、一般化、及び詳細の省略を含んでおり、従って、当業者であれば、概要は単なる例証
にすぎず、決して限定であることを意図するものではないことに留意すべきである。添付
の特許請求の範囲により定められるような、本発明の他の態様、発明の特徴及び利点は、
以下の非限定的な詳細な説明において明らかになるであろう。
【０００６】
　本発明は、全体を通して同様の参照番号が同じ要素を示す次の図面を参照して説明され
る。
【図面の簡単な説明】
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【０００７】
【図１】従来技術による、２つのパーティ間で通話を確立させる例を示す。
【図２】本発明の実施形態による、図１の構成要素をどのように増強できるかを示す。
【図３】本発明の実施形態による、着呼側パーティが準備完了状態であることを、本発明
の実施形態がどのように発呼側パーティに通知できるかを示す。
【図４】本発明の実施形態により用いることができる情報の格納に使用できるサンプル・
データ構造を示す。
【図５】プログラムコードの格納及び／又は実行に好適なデータ処理システムを示す。
【図６】本発明の１つ又は複数の実施形態を用いることができる代表的なネットワーク化
環境を示す。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　本発明の実施形態は、本明細書において「発呼側パーティ（calling party）」とも呼
ばれる発呼者（caller）に対して準備完了警報を行う。周知の技術を用いる場合、混んで
いるサポート・センターに電話して保留状態におかれている発呼者は、一般的には、コー
ルサポート・エージェントによる対応のために、いつ保留状態が解除されるかを検知する
ために、少なくともある程度、保留中の通話に注意していなければならない。発呼者は、
既存の技術を用いる場合、着呼側パーティの電話番号の人間が通話に応答したという信号
を聞くことにより、これを検知することができる。典型的には、この信号は、着呼者の電
話番号の人間の声に置き換えられた保留音楽ストリーム、又は人間の声に置き換えられた
録音された人間の声からのメッセージを含む。対照的に、本発明の実施形態によると、発
呼者は、この可聴信号を待っている間、注意をしたままでいる必要はない。代わりに、１
つの実施形態においては、通話に応答すると、すなわち、コールサポート・エージェント
（又は、類似の人員）による対応のために通話が保留状態から解除されると、警報が自動
的に発呼者に行われる。別の実施形態によると、通話に応答すると、通話は、発呼者のモ
バイル装置に自動的に転送される。従って、本発明の実施形態を用いる発呼者は、その間
に自分の仕事を続けることができ、コールサポート・エージェントの声を聞くために、電
話を注意深く聞くことにより時間を浪費するのを回避することができる。
【０００９】
　一部の発呼者は、通話が保留状態にある間、一般的な保留用音楽（又は、他の音声スト
リーム）が発呼者に与えられることを好まない。従って、本発明の更なる利点は、発呼者
がこの音楽又は音声を聞く必要が全くなく、代わりに、着呼側パーティが通話に応答する
のを待つ間、職務等の何か他のことに集中することができる。
【００１０】
　本発明の実施形態は、発呼側パーティと着呼側パーティとの間の通話のためのパイプラ
インについての既存の通信技術を利用することが好ましい。（代替的に、本発明の実施形
態を、まだ発明されていない通信技術と共に利用することもできる。）こうした既存の通
信技術の例には、いわゆるＨ．３２３プロトコル又はセッション開始プロトコル（Sessio
n Initiation Protocol）が含まれる。Ｈ．３２３は、国際電気通信連合（International
 Telecommunication Union、ＩＴＵ）の電気通信標準化部門からの勧告である。セッショ
ン開始プロトコルは、一般的に「ＳＩＰ」と呼ばれ、「ＳＩＰ：セッション開始プロトコ
ル」と題するインターネット・エンジニアリング・タスクフォース（Internet Engineeri
ng Task Force）からのRequestfor Comments（ＲＦＣ）３２６１において説明される。本
発明の記述は、ここでは限定ではなく例証として、ＳＩＰを参照して提示される。本発明
の理解に必要ではない既存のＳＩＰ処理の具体的な詳細は、ここでは省略される。
【００１１】
　図１は、従来技術による、ＳＩＰを用いる際に２つのパーティ間で通話を確立させる例
を示す。この示される例において、発呼側パーティは、Ａｌｌｅｎという名前の人（発呼
側パーティの装置１００を参照されたい）であり、着呼側パーティは、サポート・センタ
ー（着呼側パーティの装置１１０を参照されたい）である。ここで簡潔に説明されるよう
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に、従来のＳＩＰ技術をこの通話の確立のために用いることができる。従来のＳＩＰ環境
は、プロキシサーバ（参照番号１５０を参照されたい）と、アプリケーション・サーバ・
クラスタとして編成することができる１つ又は複数のアプリケーション・サーバ（参照番
号１６０、１６１を参照されたい）とを含む。この例において、Ａｌｌｅｎは、ＳＩＰ　
ＩＮＶＩＴＥ要求メッセージ（参照番号１０１を参照されたい）を、彼の代わりに実行し
ているユーザ・エージェントからプロキシサーバ１５０に送ることによって、通話を開始
する。（ＳＩＰ通話参加者のためのユーザ・エージェントは、それぞれのコンピュータ上
で実行されているソフトウェアとすることができることに留意されたい。このユーザ・エ
ージェントは電話サービスを提供するので、ここでは電話機とも称され、示される。「ソ
フトフォン（softphone）」という用語は、ユーザの通話の接続を可能にする、パーソナ
ル・コンピュータ又はラップトップ上で実行されるＳＩＰユーザ・エージェント・クライ
アントに言及するときに用いられることが多い。）ＳＩＰプロトコルによると、プロキシ
サーバ１５０は、種々の通話ルーティング（call routing）機能を担当する。プロキシサ
ーバは、ＳＩＰ　ＩＮＶＩＴＥ要求１０１をアプリケーション・サーバ１６０（参照番号
１０２を参照されたい）に転送する。
【００１２】
　図１のこの例において、アプリケーション・サーバ１６０は、ＩＮＶＩＴＥ要求をプロ
キシサーバ１５０に転送し１０４、プロキシサーバ１５０は、そのＩＮＶＩＴＥ要求をサ
ポート・センターの電話番号を示すユーザ・エージェントに経路指定する１０５。（アプ
リケーション・サーバは、プロキシサーバを通さずに、直接着呼側パーティに連絡するこ
とができるが、これは図１には示されていないことに留意されたい。）人間によるもので
あれ、自動着信応答機能によるものであれ、サポート・センターが着信電話に応答すると
、Ａｌｌｅｎとサポート・センターとの間の通信パイプライン上で通話が確立され（参照
番号１０６を参照されたい）、次に、この通話上で音声メッセージを伝送し始めることが
できる。この音声メッセージは、人間が通話に応答した場合、人間が互いに話すことを含
むことができる。代替的に、自動着信応答機能により通話に応答した場合、音声メッセー
ジは、典型的には、音楽又はコールセンターからの他の録音情報を含むことができる。
【００１３】
　図２は、本発明の実施形態による、図１の構成要素をどのように増強することができる
かを示す。ラップトップ・コンピュータ２００又はソフトウェアを実行することができる
他の装置が、発呼側パーティの電話装置１００に動作可能に接続される（物理的手段及び
／又は通信手段によって）。図３及び図４を参照して以下により詳細に説明されるように
、このコンピュータ２００には、着信メッセージを受信し、その着信メッセージを評価し
、発呼者に警報を出すためにソフトウェアがインストールされる。発呼側パーティの電話
装置１００及び着呼側パーティの電話装置１１０は、ＶｏＩＰ電話であることが好ましく
、従って、以下、装置１００及び１１０をＶｏＩＰ電話と呼ぶ。とりわけ、これらのＶｏ
ＩＰ電話１００、１１０は、既存のＶｏＩＰ技術を用いることができる。本発明の好まし
い実施形態を用いる際、着呼側パーティの環境に変更を必要としないことにも留意すべき
である。
【００１４】
　図３は、本発明の実施形態が、着呼側パーティが準備完了状態であることを、どのよう
に発呼側パーティに通知できるかを示す。図に示されるように、通知を受信し、通知を評
価し、準備完了警報を発呼者に行うことによって本発明の実施形態をサポートする準備完
了警報ソフトウェアが、発呼者のＶｏＩＰ電話（図２の１００を参照されたい）に動作可
能に接続されたコンピュータ（図２の２００を参照されたい）にインストールされる（ブ
ロック３００）。このソフトウェアは、着信電話メッセージを監視するエージェント機能
として構築することができる。（ここでの記述は、ソフトウェアにより提供される準備完
了警報に言及するが、これは限定ではなく例証であることに留意されたい。）
【００１５】
　ブロック３００におけるソフトウェアのインストール後のある時点で、ＶｏＩＰ電話１
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００のユーザが、サポート・センターに電話をかける（ブロック３１０）。この通話は、
典型的には自動手段によりサポート・センターにおいて応答され、保留モードにされる。
電話が保留モードのままである間、サポート・センターは、通信パイプライン（図２の１
０６を参照されたい）上で録音された音楽ストリーム又は録音された他の音声ストリーム
を再生することができる。
【００１６】
　本発明の実施形態を用いる場合、発呼側パーティは、通話が保留状態のままである間、
サポート・センターにより再生される音楽又は他の音声ストリームを注意深く聞く必要は
ない。従って、発呼側パーティ１００は、ＶｏＩＰ電話を置いて仕事又は他のタスクを再
開することができる（ブロック３３０）。
【００１７】
　ある時点で、人間がサポート・センターの電話に応答し、これにより通話が保留モード
から解除される（ブロック３４０）。このことは、こうしたシステムの既存の技術を用い
る、自動式構内交換機（private automatic branch exchange）すなわちＰＡＢＸと呼ば
れることが多い従来のマルチライン・ビジネス電話システムにより検知することができる
。１つの代替的手法として、録音された音楽又は音声ストリームではなく、今人間が話し
ていることを検知するために、音声認識アルゴリズムを用いることができる。音声認識ア
ルゴリズムは、当技術分野において周知であり、こうした処理の詳細は、本発明の理解に
必要とは見なされず、従ってここでは省略される。こうした音声認識アルゴリズムの一例
は、ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ社から入手可能な、ＩＢＭ　ＶｉａＶｏｉｃｅ（登
録商標）ソフトウェア製品の形で提供される。（「ＶｉａＶｏｉｃｅ」は、合衆国、他の
国、又はその両方におけるＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉ
ｎｅｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎすなわち「ＩＢＭ」の登録商標である。）今人間が話し
ていることを検知することに応答して、サポート・センターの通信技術により、応答メッ
セージが発呼側パーティのＶｏＩＰ電話に送られる（ブロック３６０）。
【００１８】
　発呼側パーティのＶｏＩＰ電話において、サポート・センターからの応答メッセージを
受信する（ブロック３５０）。コンピュータ２００は、発呼側パーティのＶｏＩＰ電話に
動作可能に取り付けられているので、コンピュータ２００もこの応答メッセージを受信す
る。従って、ブロック３００においてインストールされたソフトウェアが、この応答メッ
セージを評価し、保留中の通話が今や保留状態から解除されたと判断すると、ソフトウェ
アは、今や通話の準備ができたことを発呼側パーティに通知する準備完了通知を生成する
。１つの手法においては、コンピュータ２００のソフトウェアは、ブロック３６０におい
て送られた特定のメッセージ・タイプによって通話が保留状態から解除されたと判断する
ことができる。別の手法においては、コンピュータ２００のソフトウェアが、音声認識プ
ロセスを用いて、再生された音楽又は音声ストリームと今通信パイプライン上で伝送され
ている人間の声を区別することができる。
【００１９】
　１つの手法において、コンピュータ２００において実行される準備完了通知プロセスは
、発呼者がコンピュータ２００のところにいるかどうかを判断することを含む（ブロック
３７０）。いる場合には、コンピュータにおいて準備完了警報が与えられる（ブロック３
８０）。この準備完了警報は、視覚表現及び／又は可聴表現を含むことができる。例えば
、視覚メッセージを、コンピュータ２００のグラフィカル・ユーザ・インターフェイス上
に表示することができ、その視角メッセージは、「着信中！！」又は「今やサポート・セ
ンターにかけたあなたの電話に応答する準備ができました」といった内容を含む。視覚メ
ッセージの表示に加えて又はその代わりに、類似した内容を有する可聴メッセージをコン
ピュータ２００から再生することもできる。
【００２０】
　他方、ブロック３７０における試験により、発呼者がコンピュータ２００のところにい
ないと判断されると、格納された構成データを調べて、モバイル装置で発呼者に連絡をと
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る方法を判断し、次いでオリジナルの通話をこのモバイル装置に転送することができる（
ブロック３９０）。モバイル装置は、例えば、携帯電話とすることができる。発呼側パー
ティのＶｏＩＰ電話１００から発呼側パーティのモバイル装置に通話を転送するために、
通話転送（call forwarding）に関する既存の技術が利用されることが好ましい。（既存
の電話転送技術が利用されることが好ましく、この通話転送プロセスの詳細は、本発明の
理解に必要であるとは見なされず、ここではこれ以上例示又は説明されない。）
【００２１】
　ブロック３９０において説明された準備完了プロセスについて、いくつかの代替的手法
を用いることができる。通話転送を用いて通話をモバイル装置に転送するのに代わるもの
として、通話を異なる電話番号又は内線電話に（すなわち、ＶｏＩＰ電話１００が接続さ
れているもの以外の電話番号又は内線に）転送することができる。例えば、発呼者が通話
の応答まで長い時間待たなければならない場合、その発呼者が、事務所の別の場所に、一
例としてミーティングに参加するために会議室に移動しなければならないことがある。本
発明の実施形態を用いる際、ブロック３９０において、通話を、発呼者が今いる場所にあ
る電話機に自動的に転送することができる。
【００２２】
　発呼者が最初にかけた電話に使用されたＶｏＩＰ電話１００の場所を離れなければなら
ない場合、本発明の実施形態を用いる際、ブロック３９０において提供することができる
自動通話転送により、オリジナルの保留中の通話を切る必要がなくなり、発呼者の移動先
の場所からサポート・センターへの新たな通話が開始され、従って、発呼者は待機中の発
呼者の待ち行列に自分の順番を失わなくて済む。
【００２３】
　ブロック３８０のプロセス又はブロック３９０のプロセスのいずれかにより準備完了通
知を受け取ると、次に、発呼側パーティは、サポート・センターへの通話を続けることが
できる（ブロック３９５）。上述のように、このことは、発呼者のＶｏＩＰ電話１００に
おいて、発呼者のモバイル装置において、又は発呼者が指定することができる別の電話番
号において通話を続けることを含む。とりわけ、通話がＶｏＩＰ電話１００以外の装置に
転送されたとしても、発呼側パーティ及び着呼側パーティは、通話の混乱なしに、会話す
ることができる。
【００２４】
　図４は、本発明の実施形態によって用いられる情報を格納するために使用することがで
きる、サンプル・フィールド及びサンプル値を含むサンプル・データ構造４００を示す。
図に示すように、発呼側パーティのコンピュータ２００が使用するために格納することが
できる情報は、アプリケーション識別子４１０、発呼側パーティの電話番号４２０、発呼
側パーティのＩＰアドレス４３０、モバイル装置又は発呼側パーティの代替的電話の連絡
先番号４４０、電話転送インジケータ４５０、表示用視覚警報インジケータ４６０、及び
可聴警報インジケータ４７０を含む。とりわけ、準備完了警報は、上述したような発呼側
パーティにおいて導入することが好ましいので、本発明の実施形態は、このタイプの情報
を維持するためにサポート・センターを必要としない。
【００２５】
　ここで、図４の４００において示される情報をより詳細に説明する。アプリケーション
識別子４１０は、発呼側パーティと着呼側パーティとの間の通信パイプラインをサポート
するアプリケーションを識別することが好ましい。このアプリケーション識別子は、例え
ば、複数の人がコンピュータ及びＶｏＩＰ電話を共有するときに使用することができる。
この場合、各人は、別個のユーザ・プロファイルを識別する自分特有のログオン情報を用
いて、アプリケーションにログインすることができる。ユーザ・プロファイルは、種々の
ユーザ固有情報を含むことができる。電話番号４２０は、発呼側パーティのＶｏＩＰ電話
を識別することが好ましく、ＩＰアドレス４３０は、発呼側パーティの通信装置２００へ
の接続を識別することが好ましい。連絡先番号４４０は、発呼者に連絡することができる
モバイル装置、又は発呼側パーティに連絡することができる代替的な電話機の電話番号を
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識別することが好ましい（ブロック３９０を参照して上述したように）。通話転送インジ
ケータ４５０は、通話をこの発呼側パーティに転送すべきかどうかを示すブール値すなわ
ちイエス／ノー値であることが好ましい。表示用視覚警報インジケータ４６０及び可聴警
報インジケータ４７０は、それぞれ、この発呼側パーティが、視覚メッセージによって準
備完了通知を受信することを望むか、又は可聴メッセージによって準備完了通知を受信す
ることを望むかを示すブール値すなわちイエス／ノー値であることが好ましい。代替的に
、フィールド４６０及び／又はフィールド４７０の値は、それぞれ、準備完了警報として
ユーザに与えられるように、視覚メッセージ又は可聴メッセージを格納するファイルのフ
ァイル名を含むことができる。（フィールド４６０及び４７０についてのサンプル値によ
り示されるように、視覚警報及び可視警報は、相互排他的ではない。）
【００２６】
　準備完了警報を行うために、コンピュータ２００上で動作するソフトウェアに対して構
成インターフェースを与えることができる。この構成インターフェースは、ユーザが表４
００に示されるフィールドの１つ又は複数の値を与えることを可能にする。
【００２７】
　保留中の通話に注意をし続ける必要をなくすため、本発明の実施形態は、発呼者が自分
の時間をより生産的に使用することを可能にする。好ましい実施形態は、サポート・セン
ターに電話をかけることに関連して説明されたが、これは限定ではなく例証としてのもの
であり、開示された技術は、着呼側パーティの電話番号の事業体の種類に関係なく使用す
ることができる。上述したように、既存のＶｏＩＰ電話を用いることができ、従って、本
発明の実施形態は、特別に構成された又は特別に適応された電話機を必要としない。同じ
く上述したように、本発明の実施形態は、発呼側パーティの側の機能を使用するものであ
り、従って、発呼側パーティ及び／又は着呼側パーティが特定のサービスに登録している
か否かに関係なく提供することができる。
【００２８】
　ここで図５を参照すると、プログラムコードの格納及び／又は実行に好適なデータ処理
システム５００が、システム・バス５１４を通してメモリ要素に直接又は間接的に結合さ
れた少なくとも１つのプロセッサ５１２を含む。メモリ要素は、プログラムコードの実際
の実行中に利用されるローカル・メモリ５２８と、大容量記憶装置５３０と、実行中に大
容量記憶装置からコードを取り出さなければならない回数を減らすために、少なくとも一
部のプログラムコードを一時的に格納するキャッシュ・メモリ（図示せず）とを含むこと
ができる。
【００２９】
　入力／出力（「Ｉ／Ｏ」）デバイス（これらに限られるものではないが、キーボード５
１８、ディスプレイ５２４、ポインティングデバイス５２０、他のインターフェース・デ
バイス５２２等）を直接又は介在するＩ／Ｏコントローラ又はアダプタ（５１６、５２６
）を通してシステムに結合することができる。
【００３０】
　ネットワーク・アダプタをシステムに結合させて、データ処理システムが、介在する私
的ネットワーク又は公的ネットワーク（全体的に５３２で示されるような）を通して、他
のデータ処理システム又は遠隔プリンタ、或いはストレージ・デバイスに結合されるよう
になるのを可能にすることもできる。モデム、ケーブル・モデム・アタッチメント、無線
アダプタ、及びイーサネット・カードは、現在入手可能なタイプのネットワーク・アダプ
タのほんの数例である。
【００３１】
　図６は、本発明を実施することができるデータ処理ネットワーク環境６００を示す。デ
ータ処理ネットワーク環境６００は、無線ネットワーク６４２及び有線ネットワーク６４
４のような、複数の個別ネットワークを含むことができる。複数の無線装置６１０が、無
線ネットワーク６４２上で通信することができ、ワークステーション６１１のような（例
証として）図に示される複数の有線装置が、ネットワーク６４４上で通信することができ
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る。付加的に、当業者であれば理解するように、１つ又は複数のローカル・エリア・ネッ
トワーク（「ＬＡＮ」）を含ませることができ（図示せず）、そこでＬＡＮは、ホスト・
プロセッサに結合された複数の装置を含むことができる。公衆交換電話網（public switc
hed telephone network、ＰＳＴＮ）６５０を有線ネットワーク６４４に接続し、複数の
電話機６５１、６５２をＰＳＴＮ６５０に接続することができる。
【００３２】
　さらに図６を参照すると、ネットワーク６４２及び６４４はまた、ゲートウェイ・コン
ピュータ６４６又はアプリケーション・サーバ６４７（データ・リポジトリ６４８にアク
セスすることができる）のような、メインフレーム・コンピュータ又はサーバを含むこと
もできる。ゲートウェイ・コンピュータ６４６は、ネットワーク６４４のような各ネット
ワークへの入口点として働く。ゲートウェイ・コンピュータ６４６は、通信リンク６５０
ａによって別のネットワーク６４２に結合できることが好ましい。ゲートウェイ・コンピ
ュータ６４６はまた、通信リンク６５０ｂ、６５０ｃを用いて１つ又は複数のワークステ
ーション６１１に直接結合させることもでき、及び／又はこうした装置に間接的に結合さ
せることもできる。ゲートウェイ・コンピュータ６４６は、ＩＢＭから入手可能なＥｎｔ
ｅｒｐｒｉｓｅ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒｅ／３９０（登録商標）コン
ピュータを用いて実装することができる。アプリケーションに応じて、ｉＳｅｒｉｅｓ（
登録商標）、Ｓｙｓｔｅｍ　ｉ（商標）等のようなミッドレンジ（midrange）・コンピュ
ータを用いることもできる。（「Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ａｒｃｈｉｔ
ｅｃｔｕｒｅ／３９０」及び「ｉＳｅｒｉｅｓ」は、合衆国、他の国、又はその両方にお
けるＩＢＭの登録商標であり、「Ｓｙｓｔｅｍ　ｉ」はＩＢＭの商標である。）
【００３３】
　ゲートウェイ・コンピュータ６４６は、ストレージ・デバイス（データ・リポジトリ６
４８のような）に結合させることもできる６４９。
【００３４】
　当業者であれば、ゲートウェイ・コンピュータ６４６は、ネットワーク６４２から地理
的に遠く離れたところに配置することができ、同様に、ワークステーション６１１は、そ
れぞれネットワーク６４２及び６４４から少し離れたところに配置することができること
を理解するであろう。例えば、ネットワーク６４２をカリフォルニア州内に配置する一方
、ゲートウェイ・コンピュータ６４６をテキサス州内に配置し、１つ又は複数のワークス
テーション６１１をフローリダ州内に配置することが可能である。ワークステーション６
１１は、携帯電話、無線周波数ネットワーク、衛星ネットワーク等のような多数の代替的
な接続媒体を通じて、伝送制御プロトコル／インターネット・プロトコル（ＴＣＰ／ＩＰ
）のようなネットワーク・プロトコルを用いて、無線ネットワーク６４２に接続すること
ができる。無線ネットワーク６４２は、ＴＣＰ　ｏｖｅｒ　ＩＰ又はＵｓｅｒ　Ｄａｔａ
ｇｒａｍ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ（「ＵＤＰ」）　ｏｖｅｒ　ＩＰ、Ｘ．２５、フレームリレ
ー（Ｆｒａｍｅ　Ｒｅｌａｙ）、Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｓｅｒｖｉｃｅｓ　Ｄｉｇｉｔ
ａｌ　Ｎｅｔｗｏｒｋ（ＩＳＤＮ）、公衆交換電話網（ＰＳＴＮ）のようなネットワーク
接続６５０ａを用いて、ゲートウェイ・コンピュータ６４６に接続することが好ましい。
ワークステーション６１１は、ダイヤル接続６５０ｂ又は６５０ｃを用いて、ゲートウェ
イ・コンピュータ６４６に直接接続することができる。さらに、無線ネットワーク６４２
及びネットワーク６４４は、図６に示されるものと類似した方法で、１つ又は複数の他の
ネットワークに接続することができる。
【００３５】
　当業者であれば理解するように、本発明の態様は、システム、方法又はコンピュータ・
プログラム製品として具体化することができる。従って、本発明の態様は、完全にハード
ウェアの実施形態、完全にソフトウェアの実施形態（ファームウェア、常駐ソフトウェア
、マイクロコード等を含む）、又はソフトウェア及びハードウェアの態様を組み合わせた
実施形態の形態をとることができ、これらは全て、本明細書において概略的に「回路」、
「モジュール」、又は「システム」と呼ぶことができる。さらに、本発明の態様は、その
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上に具体化されたコンピュータ可読プログラムコードを有する、１つ又は複数のコンピュ
ータ可読媒体内に具体化されたコンピュータ・プログラム製品の形態をとることができる
。
【００３６】
　１つ又は複数のコンピュータ可読媒体の任意の組み合わせを利用することができる。コ
ンピュータ可読媒体は、コンピュータ可読信号媒体又はコンピュータ可読ストレージ媒体
とすることができる。コンピュータ可読ストレージ媒体は、これらに限られるものではな
いが、例えば、電子的、磁気的、光学的、電磁的、赤外線、又は半導体システム、装置、
又はデバイス、或いは上記の任意の好適な組み合わせとすることができる。コンピュータ
可読ストレージ媒体のより具体的な例（網羅的ではないリスト）は以下のもの、すなわち
、１つ又は複数の配線を有する電気的接続、ポータブル・コンピュータ・ディスケット、
ハードディスク、ランダム・アクセス・メモリ（「ＲＡＭ」）、読み出し専用メモリ（「
ＲＯＭ」）、消去可能プログラム可能読み出し専用メモリ（「ＥＰＲＯＭ」又はフラッシ
ュメモリ）、ポータブル・コンパクトディスク読み出し専用メモリ（「ＣＤ－ＲＯＭ」）
、ＤＶＤ、光学記憶装置、磁気記憶装置、又は上記の任意の好適な組み合わせを含む。本
文書の文脈において、コンピュータ可読ストレージ媒体は、命令実行システム、装置、又
はデバイスによって使用するため、又はそれらと接続して使用するために、プログラムを
収容又は格納することができる任意の有形の媒体とすることができる。
【００３７】
　コンピュータ可読信号媒体は、例えば、ベースバンド内に又は搬送波の一部として、そ
の上に具体化されたコンピュータ可読プログラムコードを有する伝播データ信号を含むこ
とができる。こうした伝播信号は、これらに限られるものではないが、電磁、光学、又は
これらの任意の好適な組み合わせを含む、種々の形態のいずれかをとることができる。コ
ンピュータ可読信号媒体は、コンピュータ可読ストレージ媒体ではなく、かつ、命令実行
システム、装置、又はデバイスによって使用するため、又はそれらと接続して使用するた
めに、プログラムを通信し、伝播し、又は搬送することができる任意のコンピュータ可読
媒体とすることができる。
【００３８】
　コンピュータ可読媒体上に具体化されたプログラムコードは、これらに限られるもので
はないが、無線、有線、光ファイバ・ケーブル、無線周波数等、又は上記の好適な組み合
わせを含む、任意の好適な媒体を用いて伝送することができる。
【００３９】
　本発明の態様の動作を実行するためのコンピュータ・プログラムコードは、Ｊａｖａ、
Ｓｍａｌｌｔａｌｋ、Ｃ＋＋等のようなオブジェクト指向プログラミング言語、及び「Ｃ
」プログラミング言語又は類似のプログラミング言語のような従来の手続き型プログラミ
ング言語を含む、１つ又は複数のプログラミング言語の任意の組み合わせで記述すること
ができる。プログラムコードは、独立型のソフトウェア・パッケージとして実行すること
ができ、部分的にユーザのコンピュータ上で、かつ、部分的にリモート・コンピュータ上
で実行することができる。リモート・コンピュータは、ローカル・エリア・ネットワーク
（ＬＡＮ）、広域ネットワーク（ＷＡＮ）を含む任意のタイプのネットワークを通じて、
或いはインターネット・サービス・プロバイダを用いてインターネットを通じて、ユーザ
のコンピュータに接続することができる。
【００４０】
　本発明の態様は、本発明の実施形態による方法、装置（システム）及びコンピュータ・
プログラム製品のフロー図及び／又はブロック図を参照して上述された。フロー図及び／
又はブロック図の各フロー又はブロック、並びにフロー図及び／又はブロック図内のフロ
ー又はブロックの組み合わせは、コンピュータ・プログラム命令によって実施することが
できることが理解されるであろう。これらのコンピュータ・プログラム命令を、機械を製
造するために、汎用コンピュータ、専用コンピュータ、又は他のプログラム可能データ処
理装置のプロセッサに与えて、その結果、コンピュータ又は他のプログラム可能データ処
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理装置のプロセッサによって実行される命令が、フロー図の１つ又は複数のフロー及び／
又はブロック図の１つ又はブロックにおいて指定された機能／行為を実施するための手段
を作り出すようにさせることができる。
【００４１】
　これらのコンピュータ・プログラム命令はまた、コンピュータ、他のプログラム可能デ
ータ処理装置、又は他のデバイスを特定の方法で機能させるように指図することができる
、コンピュータ可読媒体内に格納することもでき、その結果、そのコンピュータ可読媒体
内に格納された命令が、フロー図の１つ又は複数のフロー及び／又はブロック図の１つ又
は複数のブロック図において指定された機能／行為を実施する命令手段を含む製品を製造
するようにさせることもできる。
【００４２】
　コンピュータ・プログラム命令はまた、コンピュータによって実施されるプロセスを生
成するためにコンピュータ、他のプログラム可能な装置、又はデバイス上で実行されるべ
き一連の動作ステップを生じさせるために、コンピュータ、他のプログラム可能データ処
理装置、又は他のデバイス上にロードすることも可能であり、その結果、コンピュータ、
他のプログラム可能データ処理装置上で実行される命令が、フロー図の１つ又は複数のフ
ロー及び／又はブロック図の１つ又は複数のブロックにおいて指定された機能／行為を実
施するためのプロセスを提供するようにさせることもできる。
【００４３】
　本明細書における図面に示されるフロー図及び／又はブロック図は、本発明の種々の実
施形態による、システム、方法及びコンピュータ・プログラム製品の可能な実装のアーキ
テクチャ、機能及び動作を示す。この点に関して、フロー図又はブロック図内の各フロー
又はブロックは、指定された論理機能を実装するための１つ又は複数の実行可能な命令を
含む、モジュール、セグメント、又はコードの一部を表すことができる。いくつかの代替
的な実装において、フロー及び／又はブロック内に記された機能は、図面に記された順序
とは異なる順序で行われることもあることにも留意すべきである。例えば、連続して図示
された２つのブロックが実際には実質的に同時に実行されることもあり、又はこれらのブ
ロックは、関与する機能に応じて、ときには逆順で実行されることもある。ブロック図の
各ブロック及び／又はフロー図の各フロー、及びブロック図内のブロック及び／又はフロ
ー図内のフローの組み合わせは、指定された機能又は行為を実行する専用ハードウェア・
ベースのシステム、又は専用ハードウェアとコンピュータ命令との組み合わせによって実
装することができることにも留意されたい。
【００４４】
　本発明の実施形態を説明したが、ひとたび本発明の基本概念を習得すると、当業者であ
れば、これらの実施形態における付加的な変形及び修正が思い浮かぶであろう。従って、
添付の特許請求の範囲は、説明された実施形態及びこうした変形及び修正の全てを本発明
の精神及び範囲内に入るものとして含むことが意図されている。
【符号の説明】
【００４５】
１００：発呼側パーティの装置
１１０：着呼側パーティの装置
１５０：プロキシサーバ
１６０、１６１：アプリケーション・サーバ
２００：コンピュータ
４００：表
４１０：アプリケーション識別子
４２０：電話番号
４３０：ＩＰアドレス
４４０：連絡先番号
４５０：電話転送インジケータ
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４６０：表示用視覚警報インジケータ
４７０：可聴警報インジケータ
５００：データ処理システム
５１２：プロセッサ
５１４：システム・バス
５１６、５２６：Ｉ／Ｏコントローラ又はアダプタ
５１８：キーボード
５２０：ポインティングデバイス
５２２：インターフェース・デバイス
５２４：ディスプレイ
５２８：ローカル・メモリ
５３０：大容量記憶装置
６００：データ処理ネットワーク環境
６１０：無線装置
６１１：ワークステーション
６４２：無線ネットワーク
６４４：有線ネットワーク
６４６：ゲートウェイ・コンピュータ
６４７：アプリケーション・サーバ
６４８：データ・リポジトリ
６５０：公衆交換電話網
６５０ａ、６５０ｂ、６５０ｃ：通信リンク
６５１、６５２：電話機

【図１】 【図２】
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